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   「自治体行政の環境変容と地方教育行政の課題」 
 
   小川 正人 
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放送大学教授, 国立教育政策研究所評議員会会長           
小川 正人           
 
はじめに－何故，今，地方教育行政で，何を課題にするのか 






















































折しも，政府の第 32 次地方制度調査会は，先月 10 月 30 日に，来年 3 月末に期限が切れ
る市町村合併を支援する合併特例法の延長を求める答申を安倍総理に提出し，政府も合併



























































































































2004 年度から 2013 年度の 10 年間における県別市町村合併率の平均値は 45.3％となりま
すが，人口密度の高い東京都（合併率 0％：人口密度 1 位），大阪府（合併率 4.7％：人口密
19
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度 2 位），神奈川県（合併率 14.3％：人口密度 3 位）では市町村合併がほとんど進展してい
ない一方で，平均値（45.3％）を越える市町村合併を行った 28 県の 3/4 に当たる 21 県は人
口密度＝キロメートル当たり 400 人/㎢以下（14 位以下）に集中しており，人口非密集地に
おける「広域化」として平成の大合併が進展したことが分かります。 
県レベルでの教育事務所の統廃合でも同様の傾向がみられます。2004 年から 2013 年の 10
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「同一市町村内」の異動率は全国平均 54％で，80％以上（3 県）から 10％以下（2 県）と
分布は幅広くある一方で，「ブロック間」の異動率は全国平均 13％にとどまり，70％以上の








【図４】は，データの得られた全国 32 の県における 2004 年と 2011 年の全異動件数（実
数）と同一市町村内の異動件数（実数）に基づき，2004 年と 2011 年で同一市町村内の異動






































































2005 年度から 2013 年度にかけて全都道府県で平均 15.4％減少しており，教育行政分野で










2005 年から 2013 年の間で，各県における専門職員（指導主事・充て指導主事）の配置と
数がどう変化したのか，そのパターンを整理したのが【図５】です。 
県教委本庁，教育事務所それぞれの専門職員の増減を比較した結果，【類型 1】「指導主事









































































































 ということが指摘されています。                                
「開放制」「専門性」導入に伴う検討課題 
































直すとレジュメの 24 ページにあるような類型が可能になります。 
 
（a）採用枠が首長部局＝一般行政職採用⇒・首長部局から定期的人事異動で教委事務局へ 
                           ⇒・複線型人事・専門職制（教委事務局や教育（行
政）機関に長く在職したり，又は，複数回に
わたって異動をする）       
（b）「教育行政職」採用⇒・教委事務局を中心に異動 
            ・教委事務局，県立高等学校を異動 
            ・教委事務局，県立高等学校，市町村立小中学校の間を異動 
（c）「学校事務職」採用⇒・県立高等学校，市町村立小中学校を異動 
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小川 正人 放送大学教授, 国立教育政策研究所評議員会会長 
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                                  小川 正人 

























































① 人口 100 万人以下の県が、現在、10県であるが、2045 年には 19県に増加、また、小





































・2004 年、28次地方制度調査会 小泉首相「道州制」を諮問  
 2006 年 2月、「道州制のあり方に関する答申」 
・2006 年 安部第一次内閣 道州制担当相を設置 
 2007 年 道州制担当相の私的懇談会「道州制ビジョン懇談会」（2007年 1月から約 3
年間設置）⇒中間報告「地域主権型道州制」（2008年 3月） 








        国：対外政策や防衛などの国家的役割 
        州：広域行政と市町村の補完的役割 
35
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4 
 
         （都道府県は、市町村を補完する役割をもつカウンテイとして州の
出先機関と位置付けられている） 














































































































































2004年度から 2013 年度の 10年間における県別市町村合併率（「1－（2013年の市町村数）
/（2004 年の市町村数）」で算出。値が大きいほど市町村合併が進展したことを示している）
の平均値は 45.3％となったが、人口密度の高い東京都（合併率 0％：人口密度 1位）、大阪








つ教育事務所を残した 19県に限定した場合、この数値は 34.6％となる。 
39





















































ク間」の異動率は平均 13％にとどまり、70％以上の県が 1 県あるほかは、30-40％が 3 県、





































































































小学校 74 校／827 人 
中学校 43 校／543 人 
隠岐地域  
小学校 11 校／104 人 




















































小学校…28 校／335 人 
中学校…15 校／205 人 
宗谷管内 
小学校…38 校／394 人 
中学校…22 校／269 人 
根室管内 
小学校…24 校／391 人 

























小学校…64 校／732 人 
丹波地域 
小学校…36 校／487 人 
淡路地域 












































は 4，東部は 5） 
(2) 
気仙沼教育事務所 
小学校 21 校／266 人 
東部教育事務所 































10 程度，Ⅲは 5 程度） 
中学校／7 程度（Ⅱは 5
程度，Ⅲは 2 程度） 
(2) 
Ⅱ該当市町 
小学校 59 校／740 人 
中学校 29 校／432 人 
Ⅲ該当市 
小学校 23 校／233 人 
中学校 13 校／144 人 
























長崎県は、令和元年度                         （本多正人・他 2019） 
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省）をみると、一般行政職員（全体）については 2005 年度から 2013年度にかけて全県で職
員数が削減されていた（平均 15.4％減）。教育行政においても、ややゆるやかながら同様の





減：職員総数を増やした県が 20、減らした県が 27 と、県毎の増減が拮抗）、一方、教育事
46




と充て指導主事についても、全体の配置数を減らす中で（4628 人から 4574 人：54 人減）、
教育事務所所属（2062 人から 1737 人：325 人減）から県教委本庁所属（2566 人から 2837





















































本庁 事務所 市町村 
年度 指導主事 充て指導主事 指導主事 充て指導主事 指導主事 充て指導主事 
2001 933 1,597 193 1,908 3,444 1,157 
2003 986 1,571 205 1,872 3,538 1,162 
2005 1,053 1,513 311 1,751 3,795 1,138 
2007 1,086 1,508 328 1,555 4,177 1,168 
2009 1,185 1,476 334 1,412 4,428 1,189 
2011 1,237 1,550 338 1,368 4,579 1,417 
2013 1,333 1,504 352 1,385 4,720 1,399 
2015 1,376 1,515 357 1,409 5,131 1,257 
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【表 8】平成 29年度実施採用試験まとめ 
 














































                           ⇒・複線型人事・専門職制（教委事務局や教育（行
政）機関に長く在職したり、又は、複数回に
亘って異動をする）       
（b）「教育行政職」採用⇒・教委事務局を中心に異動 
            ・教委事務局、県立高等学校を異動 
            ・教委事務局、県立高等学校、市町村立小中学校の間を異動 
（c）「学校事務職」採用⇒・県立高等学校、市町村立小中学校を異動 








































































  ↓3年目 
 主事:幅広く実務を経験 
  ↓9年目 
 主任：担当業務の企画・立案・調整 
  ↓（副主幹昇任選考） 
 副主幹：係の業務の企画・立案・調整 
  ⇓ 
（入庁 10年目以降）管理職 
身に付けたスキルや市長部局とのつながりを駆使し、戸田市の教育振興をつかさどる 
  ⇓ 
    主幹：課の業務の企画・立案・調整 
     ⇓ 
    課長 








  ただ、課題は、そうした専門職のキャリアパスをどう描くか 



























        （『日本教育事務学会年報』第 5号） 
市川喜崇（2017）「日本における中央‐地方関係の展開と福祉国家」 
（『社会保障研究』第 1巻 4号） 
市川喜崇（2017）「都道府県による市町村の補完とは」 







（大谷基道・河合晃一・編集『現代日本の公務員人事』 第一法規 2019 年） 
小野英一（2015）「自治体人事システムにおける専門職制度について-神奈川県、静岡市、横 
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         （『東京大学大学院教育学研究科教育行政学論叢』第 36号） 
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進行 藤原 文雄 
（国立教育政策研究所初等中等教育研究部 副部長・総括研究官） 
   
 
 
        「子供の学力と幸福度を高める教育長のリーダーシップ」 
① 露口 健司 




        「児童生徒－教師比の縮小によって実現可能な新た 
な学習指導形態の開発とその効果の実証的検討」 
② 山森 光陽   




        「高度情報技術を活用した教育革新の展望と検討課題」 
③ 白水 始   
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      国立教育政策研究所初等中等教育研究部 副部長                      
      ・総括研究官            











































































































愛媛大学大学院教授            













平均年齢は，日本の場合が 63.4 歳。米国の場合は 54 から 55 です。出典等は，報告書の
方を御覧いただけたらと思います。教育長の就任平均年齢については，日本は不明ですが，
































なのですが，一番給料の低い教育長で 2 万 1,369 ドルですから，200 万ちょっとの報酬で
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こちらが，学力の測定方法です。市区町村の学力の状況を高位水準群，これは以前から高
















































教育長のリーダーシップの直接効果は、校長のリーダーシップ／効力感を高めること（Cray & Weiler 2011; 
Danna & Spatt 2013）
分散型リーダーシップ論：
教育長・事務局職員・校長・教員・保護者・地域住民らのリーダーシップ共有やリーダーシップ総量が，学力水
準の向上に貢献している（Leithwood & Mascall 2008; Spillane 2006）
変革的リーダーシップ論：
教育長は自己を変革型リーターとして規定（Bird & Wang 2013）


















































国立教育政策研究所 創立70周年記念シンポジウム プロジェクト研究報告 2019.11.8  文部科学省3階講堂
「次世代の学校」「高度情報技術の進展に応じた教育革新」研究プロジェクト
70





<社会正義リーダーシップ> α=0.974 F1 F2 F3 F4
Q5_62:保護者や地域住民を魅了する語り 0.094 0.019 0.810 -0.012
Q5_49:地域行事での心に残る挨拶 0.194 0.040 0.746 -0.085
Q5_52:住民との懇談 -0.052 0.092 0.674 0.147
Q5_59:教育委員との意思疎通 0.128 -0.059 0.627 0.209
Q5_57:対応困難な保護者や地域住民の説得 0.005 -0.059 0.588 0.337
Q5_38:校長・教員への指導助言 0.246 0.206 0.575 -0.123
Q5_48:教育現場への訪問 0.213 0.017 0.566 0.051
Q5_17:保護者や地域住民のつながり 0.164 0.084 0.552 0.068
Q5_60:児童生徒の福祉向上への取り組み 0.113 -0.001 0.551 0.253
Q5_37:学校職員への賛辞 0.451 -0.086 0.545 -0.041
Q5_45:保護者やPTAとの対話の重視 0.019 0.147 0.535 0.187
Q5_26:社会教育関係団体や自治会組織との関係強
化 -0.067 0.200 0.521 0.174
Q5_39:地域の教育格差問題の解消への意欲 -0.008 0.133 0.501 0.218
Q5_28:研修会等への出席と指導助言 0.225 0.294 0.479 -0.130
Q5_61:地域づくりへの積極的貢献 0.200 0.098 0.475 0.161
Q5_34:献身的な働きぶり 0.339 0.153 0.408 0.032
Q5_36:家庭問題への理解 0.199 0.057 0.382 0.240
Q5_20:住民の意見や要望への傾聴 0.190 0.184 0.328 0.150
教育的リーダーシップ
<教育的リーダーシップ> α=0.966 F1 F2 F3 F4
Q5_3:データ根拠の要求 0.152 0.784 -0.312 -0.049
Q5_41:データや資料に基づく施策の評価 -0.013 0.741 0.019 0.105
Q5_42:学力向上への意欲的取り組み 0.018 0.684 -0.027 0.122
Q5_50:重点目標の達成要求 -0.363 0.655 0.330 0.049
Q5_33:社会の変化の先取り -0.005 0.633 0.193 0.054
Q5_44:教育施策の学校への徹底 0.043 0.617 0.043 0.116
Q5_51:アイデアの積極的提案 -0.180 0.613 0.489 -0.124
Q5_8:地域教育への明確な教育ビジョン 0.326 0.595 0.066 -0.155
Q5_31:問題解決のための情報収集 0.095 0.583 0.017 0.224
Q5_53:政策評価結果の次年度への活用 -0.024 0.560 0.201 0.169
Q5_5:教育施策のPR 0.231 0.556 0.105 -0.088
Q5_23:教員研修の推進 0.265 0.539 0.042 -0.015
Q5_14:校長に対する指示の明確さ 0.107 0.528 0.208 -0.015
Q5_35:法令の解釈 0.080 0.482 -0.035 0.324
Q5_15:社会教育や生涯学習へのビジョン 0.207 0.474 0.230 -0.049
Q5_24:社会教育や生涯学習を振興する施策 -0.009 0.470 0.298 0.057
Q5_40:教育長自らの研鑽 0.042 0.426 0.345 0.032
Q5_27:決断や対応の迅速さ 0.101 0.416 0.171 0.211
Q5_30:教育課題解決のための施策実施 0.243 0.408 0.143 0.140
Q5_46:教育機関の安全管理の徹底 -0.099 0.404 0.001 0.398
変革的リーダーシップ
因子名と項目 F1 F2 F3 F4
<変革的リーダーシップ> α=0.974
Q5_2:校長のリーダーシップへの期待 0.900 0.182 -0.273 -0.016
Q5_6:学校の裁量や自主性の重視 0.894 -0.136 0.009 0.079
Q5_10:校長への信頼 0.890 0.002 -0.021 0.023
Q5_1:校長への傾聴 0.871 -0.066 0.011 0.055
Q5_4:地域の教育実態の把握 0.733 0.230 -0.101 0.018
Q5_16:校長を褒めて士気を高める 0.703 -0.118 0.380 -0.053
Q5_43:校長会との意思疎通 0.655 0.009 0.112 0.145
Q5_63:誠実で謙虚な姿勢 0.637 -0.113 0.245 0.116
Q5_64:リーダーとしての模範 0.507 0.128 0.251 0.065
Q5_19:校長，教員への語り 0.494 0.087 0.464 -0.120
Q5_9:学校教育への魅力的なビジョン 0.423 0.388 0.165 -0.081
Q5_25:校長への個別支援 0.391 -0.045 0.389 0.138
Q5_11:慣習にとらわれない意思決定 0.388 0.376 0.034 0.052
Q5_18:多様な角度からの視点 0.379 0.267 0.287 -0.017
Q5_7:人事における個人の能力・業績の重視 0.376 0.213 0.052 0.161
Q5_29:子供や地域第一の行動 0.370 0.136 0.299 0.100
Q5_22:校長・教員の人材育成 0.347 0.290 0.223 0.073



















































































































Q1_12:校長の傾聴 0.71 -0.09 -0.03
Q1_16:校長の教育環境改善への貢献 0.63 -0.04 -0.04
Q1_6:ビジョンの提示 0.60 -0.01 0.06
Q1_1:教職員の使命の共有 0.58 0.05 0.06
Q1_4:働きやすい職場 0.57 0.00 -0.04
Q1_22:校長の課題解決への支援 0.52 0.21 -0.11
Q1_2:教員の協力 0.51 0.05 0.05
Q1_5:授業改善の必要性 0.44 0.09 0.15
Q1_15:同僚に対する誠意 0.40 0.34 -0.03
Q1_7:学力実態の共有 0.37 0.08 0.13
Q1_3:学力向上に向けた理解 0.36 0.16 0.07
Q1_14:研修で獲得した知識の交換 -0.19 0.79 0.08
Q1_18:教員間の授業や教育実践についての会話 -0.02 0.72 -0.09
Q1_13:授業や教育実践についての知識の交換 -0.06 0.67 0.14
Q1_21:自発的な高水準の目標設定 0.10 0.60 0.05
Q1_19:他の教職員の支援 0.15 0.58 -0.05
Q1_20:学校改善に対する責任意識 0.23 0.58 -0.08
Q1_17:教員間の教育課題についての会話 0.14 0.57 -0.02
Q1_23:教職員の重点目標に関する会話 0.15 0.54 0.01
Q1_11:特別支援についての話し合い 0.22 0.31 0.09
Q1_9:授業の参観と意見交換 -0.02 -0.05 0.98
Q1_8:同僚への授業の公開 0.07 -0.09 0.86
Q1_10:同僚からのフィードバック -0.06 0.26 0.63
因子間相関　F2 0.77 ―






































<政治的リーダーシップ> α=0.913 F1 F2 F3 F4
Q5_54:首長との信頼関係 0.023 0.001 -0.060 0.785
Q5_56:首長(部局)との適切な予算交渉 0.004 0.050 0.059 0.731
Q5_58:校長・教員への指導助言 0.201 -0.057 0.180 0.561
Q5_32:議会や首長に対する調整能力 0.073 0.227 0.062 0.538
Q5_55:教育委員会事務局の統括 0.371 -0.077 0.074 0.535
Q5_12:教育予算の獲得 0.124 0.197 0.027 0.374
Q5_47:幅広いネットワーク -0.029 0.171 0.323 0.364
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M SD N Range
1.低位群 4.03 .49 332 2.10-5.00
2.中低位群 3.96 .43 254 2.14-5.00
3.中高位群 3.94 .46 282 2.67-5.00
4.高位群 3.99 .47 276 2.76-5.00



















































































































































































M SD N Range M SD N Range
1.低位維持群 3.68 .46 250 2.44-4.94 3.66 .46 252 2.44-4.94
2.下降傾向群 3.75 .41 89 2.59-4.61 3.74 .40 80 2.80-4.61
3.全国平均群 3.74 .47 253 2.13-3.84 3.75 .48 257 2.13-4.83
4.上昇傾向群 3.88 .46 90 2.56-5.00 3.88 .50 93 2.58-5.00
5.高位維持群 3.75 .48 391 2.20-5.00 3.74 .46 389 2.20-5.00
合計 3.74 .47 1073 2.13-5.00 3.74 .47 1071 2.13-5.00
F検定 F(4/1068)=3.34** F(4/1066)=4.11**
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著者 国 学年 教科 平均クラスサイズ 比較 SD単位の違い
Angrist & Lavy (1999) イスラエル 4,5 読解,算数 4年 31.1, 5年 30.8 10減の場合 4年読解 0.17σ,算数 0.06σa
5年読解 0.36σ,算数 0.24σ
Blatchford et al. (2002) イギリス 就学前 言語 不明 25から 10に減の場合 入学時の下位 25%は 0.50σ
その他児童は 0.20σ
Bosworth (2014) アメリカ 4,5 読解,算数 4年 23.0, 5年 23.3 10減の場合 読解 0.03σ,算数 0.04σ − 0.05σa,b
Cho et al. (2012) アメリカ 4,5 読解,算数 3年 22.4, 5年 24.4 10減の場合 3年読解 0.02σ,算数 0.02σa,c
5年読解 0.05σ,算数 0.13σ
Ecalle et al. (2006) フランス 1 読解,綴り 不明 12以下と 20-25の比較 読解 0.12σ,綴り 0.20σa
Hojo (2013) 日本 4 算数,理科 算数 31.6,理科 31.7 10減の場合 算数 0.09σ,理科 0.08σa
Hoxby (2000) アメリカ 4,6 読解,作文,算数 約 21 平均の 1割減の場合 0.02σ − 0.04σ
伊藤他 (2017) 日本 5,6,7,8,9 国語,算数,数学 34.5 10減の場合 国語 0.07σ,算数・数学 0.10σ
Vaag Iversen & Bonesrønning (2013) ノルウェー 4 算数 20.1 10減の場合 0.04σa
Konstantopoulos & Traynor (2014) ギリシャ 4 読解 19.0 10減の場合 −0.08σa,c
Krassel & Heinesen (2014) デンマーク 10 必修教科のGPA 21.9 10減の場合 0.08σ
Molnar et al. (1999) アメリカ 1 読解,言語,算数 13,47, 14.63d 10減の場合 0.22σ − 0.25σa,e
Nandrup (2016) デンマーク 2,3,6,8 読解,算数,数学,理科 2年読解 21.2, 3年算数 21.2 10減の場合 2年読解 0.10σ, 3年算数 0.06σa,f
6年読解,算数 21.4 6年読解 0.13σ, 6年算数 0.15σ
8年読解,理科 21.9 8年読解 0.08σ, 8年理科 0.01σ
二木 (2012) 日本 8 数学,理科 数学 35.4,理科 35.5 10減の場合 数学 0.09σ,理科 0.00σa
妹尾他 (2013) 日本 6,9 国語,算数,数学 へき地 20.3,非へき地 26.4d 10減の場合 6年国語 0.02σ-0.04,算数 0.02σ-0.04a,g
9年国語 0.05σ-0.06,数学 0.03σ-0.06
山森 (2016) 日本 2 国語 31.6 10減の場合 0.11σa
a 結果を用いて著者が算出
b 4,5 年生を統合し，学校を固定効果（教師要因を共変量），教師を固定効果（学校要因を共変量）とした 2 つのモデルによる推定
c 複数のモデルのうち操作変数法による推定値から算出
d 1996 年度と 1997 年度の 2 群を対象に調査
e 3 教科の合計点
f 複数のモデルのうち分断回帰デザインのモデルによる推定値から算出
g 学年 1 学級の群




著者 学年 教科 クラスサイズ比較 SD単位の違い
Finn & Achilles (1990) 1 語彙,読解,算数 13-17と 21-25 語彙 0.22σ,読解 0.23σ,算数 0.27σ




Finn et al. (1989) 4a 読解,言語,算数 13-17と 21-25 読解 0.13σ,言語 0.13σ,算数 0.12σ
理科,社会 理科 0.12σ,社会 0.11σ
Goldstein & Blatchford (1998) 1 読解 13-17と 21-25 0.25σ
川地・名和 (1958) 4,6 国語,算数 31-32と 53-54 4年国語 0.47σ,算数 0.29σ
6年国語 0.39σ,算数 0.38σ
Krueger (1999) 就学前,1,2,3 読解,算数 b 13-17と 21-25 就学前 0.20σ,1年 0.28σ
2年 0.22σ，3年 0.19σ
Krueger & Whitmore (2001) 高校卒業後 c ACT,SATd 13-17と 21-25 0.12σ-0.13σe
a 就学前から第 3 学年までの小規模クラス在籍有無による第 4 学年時の追跡調査
b Stanford Achievement Test の 2 教科の合成得点
c 就学前から第 3 学年にかけて小規模クラスに在籍した群とそれ以外の群との比較
d ACT(American College Test) と SAT(Scholastic Assessment Test) の合成得点を目的変数
e 推定法によって異なる






















































(a) 共通導入 (b) 直接・間接指導 (1)
(c) 直接・間接指導 (2) (d) 共通まとめ
Figure 3:授業の様子（小規模複線型指導）
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小規模クラスの特性を生かした新たな学習指導形態
複線型指導過程の単式学級への適用
Figure 2: 複線型指導過程を単式学級に適用した指導案 (左) と一斉指導の指導案 (右)









































著者 学年 教科 人数等 結果




Rice (1999) 中等教育 数学 4,932クラス 教師 1人当たり生徒数が多いほど授業中に小
集団または個別指導にあてる時間が少ない。
理科 3,828クラス （上記のような傾向は見られず）
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実証的検討
実験授業
14人* 複線型指導:B教諭 15人 複線型指導:A教諭
16 人 一斉指導:A 教諭 16 人 一斉指導:B 教諭
1組 (31人)
15人 複線型指導：A教諭 15人 複線型指導：B教諭
15人* 一斉指導：B教諭 16人 一斉指導：A教諭
2組 (31人)
34人 一斉指導：B教諭 34人 一斉指導：A教諭
3組 (34人)
1日目 (第 1時) 2日目 (第 2時)
* 授業当日に 1名の欠席
Figure 10:実験計画

































(a) 課題設定 (b) 実験
(c) まとめ
Figure 5:授業の様子（通常規模一斉指導）
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小規模クラスの特性を生かした新たな学習指導形態
授業の実際：小規模一斉指導
(a) 課題設定 (b) 実験
(c) まとめ
Figure 4:授業の様子（小規模一斉指導）
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時刻 児童 1 児童 2 児童 3 児童 4 児童 5 児童 6 児童 7 児童 8 . . . 児童 n
13:23:15 逸脱 逸脱 . . .
13:23:25 逸脱 逸脱 逸脱 . . .
13:23:35 逸脱 逸脱 逸脱 . . .












14:09:15 逸脱 . . .
14:09:25 逸脱 逸脱 . . .
14:09:35 逸脱 逸脱 . . .
Figure 15:データ整形の手順 (2)
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実証的検討 参考
参考：課題従事からの逸脱の判定の手順 (1)
(1) 10秒間（測定回数 0.625秒間隔で 16回分）の周波数データを取り出す
時刻 児童 1 児童 2 児童 3 児童 4 児童 5 児童 6 児童 7 児童 8 . . . 児童 n
13:23:15.000 0.86 0.75 3.12 2.80 3.54 2.00 0.00 0.00 . . . 0.00
13:23:15.625 0.67 0.25 3.25 2.43 3.71 2.62 0.00 0.25 . . . 0.00
13:23:16.250 0.25 0.25 1.34 0.96 2.22 2.32 0.00 0.00 . . . 0.00












13:23:22.500 3.45 0.00 0.25 0.25 1.86 0.56 0.00 0.00 . . . 1.79
13:23:23.125 3.69 0.00 0.00 0.00 1.42 0.25 0.00 0.00 . . . 0.25
13:23:23.750 2.56 0.00 0.00 0.00 1.76 1.76 0.00 0.00 . . . 0.00
13:23:24.375 1.76 0.00 0.00 0.00 1.17 0.44 0.00 0.00 . . . 0.00
(2)各児童について，10秒間の周波数の最大値を取り出す
児童 1 児童 2 児童 3 児童 4 児童 5 児童 6 児童 7 児童 8 . . . 児童 n
3.69 0.75 3.25 2.80 3.71 2.62 0.00 0.25 . . . 1.79
(3)各児童について，0.33 ≦ x ≦ 4.24から外れた場合，課題従事から逸脱と判定する
児童 1 児童 2 児童 3 児童 4 児童 5 児童 6 児童 7 児童 8 . . . 児童 n
逸脱 逸脱 . . .
Figure 14:データ整形の手順 (1)





▶ 群 1：14–15人・複線型指導：θ1 = {θ11, . . . , θ1I1}
▶ 群 2：15–16人・一斉指導：θ2 = {θ21, . . . , θ2I2}








































0.0Hz 1.0Hz 2.0Hz 3.0Hz 4.0Hz 5.0Hz
















2019 年 11 月 8 日 22 / 43
82











































































EAP post.sd 2.5% 97.5%
µ1 (クラスサイズ・小) 0.866 0.007 0.850 0.880
µ2 (クラスサイズ・通常) 0.823 0.019 0.782 0.857
η 0.043 0.020 0.006 0.086
Uµ1>µ2 0.989 0.106 1.000 1.000





































































EAP post.sd 2.5% 97.5%
カテゴリ別の発話数の多さ（参照カテゴリ：「指導」に関する発話）
課題解決援助 -0.29 0.09 -0.47 -0.10
規律維持 -6.88 1.30 -9.88 -4.86
その他 -1.78 0.16 -2.11 -1.47
発話傾向のクラスサイズによる違い（参照カテゴリ：通常規模）
課題解決援助 -0.02 0.14 -0.29 0.26
規律維持 -0.05 0.65 -1.40 1.18
その他 -0.39 0.26 -0.90 0.12
発話傾向の指導形態による違い（参照カテゴリ：複線型指導）
課題解決援助 0.26 0.11 0.03 0.46
規律維持 0.61 0.60 -0.54 1.82
その他 0.20 0.19 -0.17 0.59
発話傾向の教師による違い（参照カテゴリ：教師 B）
課題解決援助 -0.14 0.10 -0.33 0.06
規律維持 2.86 1.26 0.90 5.86
その他 0.01 0.17 -0.33 0.36





時 学級 授業者 クラスサイズ 指導形態 指導 課題解決援助 規律維持 その他
1 1 B 小規模 (14人) 複線型指導 87 (47.0%) 81 (43.8%) 0 (0.0%) 17 (9.2%)
1 1 A 小規模 (16人) 一斉指導 59 (45.1%) 78 (47.8%) 3 (1.2%) 11 (5.9%)
1 2 A 小規模 (15人) 複線型指導 94 (49.7%) 82 (43.4%) 1 (0.5%) 12 (6.3%)
1 2 B 小規模 (15人) 一斉指導 47 (39.5%) 65 (54.6%) 0 (0.0%) 7 (5.9%)
1 3 B 通常規模 (34人) 一斉指導 52 (46.4%) 55 (49.1%) 1 (0.9%) 4 (3.6%)
2 1 A 小規模 (15人) 複線型指導 145 (60.9%) 65 (27.3%) 4 (1.7%) 24 (10.1%)
2 1 B 小規模 (16人) 一斉指導 98 (55.4%) 58 (32.8%) 0 (0.0%) 21 (11.9%)
2 2 B 小規模 (15人) 複線型指導 81 (52.6%) 56 (36.4%) 0 (0.0%) 17 (11.0%)
2 2 A 小規模 (16人) 一斉指導 116 (49.4%) 87 (37.0%) 4 (1.7%) 28 (11.9%)
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皆さん，こんにちは。東京大学の白水と申します。2016 年 3 月まで国立教育政策研究
所の初等中等教育研究部で勤めさせていただいておりました。きょうは，高度情報技術を
活用した教育革新の展望と検討課題ということで，「高度情報技術の進展に応じた教育革











































































































援の子供たちが 3 割いるような学校でも，年少から小 6 までシステムを使いながら，先生
が本当に丁寧に供たちと探究的な学びを展開することによって，小 6 の時の統一テストは




























































































































































































し ろ う ず
白水 始


























































































解ける「賢い道具」 出典：Cognition & Technology 
Group at Vanderbilt. (1997). The 
jasper project. Mahwah, N.J.: 
Laurence Erlbaum Associates.
図出典：今井むつみ・野島久雄・
岡田浩之 (2003). 『新 人が学ぶとい






















Zoom Out 切り離し 凝縮する
ID 15 16 17
Jig
資料 A B C
1 アンモニア アンモニア アンモニア
2 ｂｔｂ 水 自分
3 無色 コウ 水
4 溶液 リリ こと








Consortium for Renovating Education of the Future
対話の自動認識＆
キーワードを色付けしながら、対話を聞く
学瞰システム・見つける君／Conversation Analyzer 3.0 (Shirouzu et al., 2016, 2018)
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漆 紫穂子（品川女子学院理事長, 国立教育政策研究所評議員） 
小川 正人（放送大学教授, 国立教育政策研究所評議員会会長） 
田村 学 （國學院大學人間開発学部初等教育学科教授） 
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私は，経歴にもありますように，昭和 60 年，1985 年
に入所し，平成の時代に創立 40 周年，50 周年，60 周
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しさせていただきましたが，70 周年を令和という新しい時代の幕開け早々に迎えたこと
は，研究所にとって大きな意味があると考えております。 




40 周年当時のこのスライドは私が入所して 2 年目の昭和 62 年（1987 年）の組織です。




昭和 62 年（1987 年）の 12 月には，組織の見直しを図るための改組再編検討委員会が
設けられ，昭和から平成に移り変わった直後の 1989 年，これが創立 40 周年なのですが，
それを機に，ちょうどそのときに文部省設置法施行規則の改正によって，大幅な改組再編
が行われております。 
このスライドは新しい世紀に移り変わる直前の平成 11 年（1999 年）に創立 50 周年を











てほどないころに迎え，60 周年からのこの 10 年は，霞ヶ関と上野の 2 庁舎での調査研究
活動を進めてまいりました。70 周年は社会の変革期にあった平成時代を振り返りつつ，こ
れからの研究所における調査研究活動の在り方を考える節目にあると思っております。 





は，1964 年の第 1 回国際数学教育調査から現在の TIMSS 2019 まで継続して参加してき
102
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田村：皆さん，こんにちは。國學院大學の田村です。私
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や社会生活に取り入れられ，社会の在り方そのものが現在とは劇的に変わるということが
示されています。先ほど，試験対策も，我々が中高生のころとはかなり違っているという

























お願いします。大変恐縮ですが，お 1 人 5 分ということでよろしくお願いいたします。 
 
110
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ジャストできるかどうかは，かなり著名な方を呼んでくると，やはり難しかったりするの
ですね。私や，これから数年のあいだに何人も，ずっと長年一緒に研究生活をしてきた同
































私は 30 歳でハンブルク大学に，IEA の分析センターに行かせていただき，そこでカリ
キュラム研究の基礎を，ポストレスウェイトという比較教育学の権威から学びました。ま
115



























猿田 祐嗣 国立教育政策研究所教育課程研究センター基礎研究 
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  佐藤 安紀 
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国立教育政策研究所次長            
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令和元年１１月８日（金） 文部科学省 ３階講堂 
プ ロ グ ラ ム 
13:00〜      受付開始 
13:30〜13:40 開会挨拶 中川健朗（国立教育政策研究所⻑） 




14:50〜15:00  休 憩 
15:00〜16:10 プロジェクト研究報告 
〜「次世代の学校」「⾼度情報技術の進展に応じた教育⾰新」研究プロジェクトから〜 
進行 藤原文雄（国立教育政策研究所初等中等教育研究部 副部⻑・総括研究官） 
①⼦供の学⼒と幸福度を⾼める教育⻑のリーダーシップ 




（白水 始：東京大学⾼大接続研究開発センター教授, 国立教育政策研究所客員研究員） 




パネリスト 漆紫穂⼦（品川⼥⼦学院理事⻑, 国立教育政策研究所評議員） 
          小川正人（放送大学教授, 国立教育政策研究所評議員会会⻑） 
田村 学（國學院大學人間開発学部初等教育学科教授） 
          猿田祐嗣（国立教育政策研究所教育課程研究センター基礎研究部⻑（併） 
初等中等教育研究部⻑） 
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